
別紙様式第１号（別記２第８関係） 

 

番  号 

年 月 日 

 

農林水産省農産局長 殿 

 

基金管理団体代表 

代表 ○○○○ 

 

 

産地生産基盤パワーアップ事業全国事業実施方針兼基金造成計画書の承認 

（変更承認）申請について 

 

 

産地生産基盤パワーアップ事業補助金交付等要綱（令和４年12月12日付け４農産第

3506号）別記２の第８の規定に基づき、関係書類を添えて（変更）承認申請します。 

 

記 

 

添付書類   産地生産基盤パワーアップ事業全国事業実施方針兼基金造成計画書 



別添様式（別記２別紙様式第１号関係） （基金管理団体→農産局長） 

 

 

産地生産基盤パワーアップ事業 全国事業実施方針 

兼基金造成計画書 

 

 

 

１ 事業の目的 

 

 

 

 

 

２ 事業の内容 

 

 

 

 

 

３ 基金造成計画 

 

経費 

補助事業に 

要する経費 

（A＋B） 

負担区分 

備考 
国庫補助金 

（A） 

そ の 他 

（B） 

産地生産基盤パワーアップ事業 

ア 事業費 

① 収益性向上対策 

② 生産基盤強化対策 
   うち、全国的な土づくりの展開 

 

イ 事務費 

円 

 

0 

0 

 

 

0 

円 

 

0 

0 

 

 

0 

円 

 

0 

0 

 

 

0 

 

合 計 0 0 0  

（注）「イ 事務費」は、3,000万円以内とすること。 

 

 

４ 添付書類 

（１）規約及び会計に関する規程 

（２）業務方法書（案） 



別紙様式第２号（別記２第９の１関係）  

 

番  号 

年 月 日 

 

農林水産省農産局長 殿 

 

基金管理団体代表 

代表 ○○○○ 

 

 

産地生産基盤パワーアップ事業業務方法書の承認（変更承認）申請について 

 

 

産地生産基盤パワーアップ事業補助金交付等要綱（令和４年12月12日付け４農産第3506

号）別記２の第９の１の規定に基づき、業務方法書を作成（変更）したので、下記の書類

を添えて承認を申請する。 

 

 

記 

 

添付書類    産地生産基盤パワーアップ事業業務方法書 

（変更の場合）・業務方法書を変更する理由 

・変更箇所（業務方法書の新旧対照表） 



別紙様式第３号（別記２の第10の１関係）  

 

番  号 

年 月 日 

 

基金管理団体 

代表 ○○○○ 殿 

 

都道府県知事 

 

 

産地生産基盤パワーアップ事業都道府県事業実施方針の承認（変更承認）申

請について 

 

 

産地生産基盤パワーアップ事業補助金交付等要綱（令和４年12月12日付け４農産第

3506号）別記２の第10の１の規定に基づき、関係書類を添えて（変更）承認申請します。 

 

 

記 

 

添付書類 産地生産基盤パワーアップ事業都道府県事業実施方針 



別添参考様式１号（別記２別紙様式第３号関係） 
 

産地生産基盤パワーアップ事業（収益性向上対策・生産基盤強化対策） 

都道府県事業実施方針 

 
 

 

Ｉ 収益性向上対策 

１ 目的 

 

 
 
２ 基本方針 

作物名  

  

 
 

３  本事業の推進・指導及び管内の地域協議会等が作成する産地生産基盤パワーアップ事業計画及び取組主体事業計画の審査等の方針・体制 

 

 
 
４ 取組要件 

（１）基金事業 

① 整備事業 

対象作物 取組要件 

  

 

（注）整備事業について、国の要件をそのまま準用する場合は、その旨を記載すること。 
 

② 生産支援事業 

対象作物 取組要件 

  

 

都道府県名  策定：  年  月  日 

変更：  年  月  日 



 
③ 効果増進事業 

対象作物 取組要件 

  

 

 （注１）交付等要綱別表２のⅠの１の（２）のイのメニューに取り組む場合、対象作物は、整備事業で取り組んだ作物とする。 

 （注２）助成対象経費及び取組要件については、交付等要綱別記２別紙１のⅠの２によるものとする。 

 

（２）整備事業 

産地生産基盤パワーアップ事業補助金交付等要綱（令和４年12月12日付け４農産第3506号）に基づき実施するものとする。 

 
５ 取組内容及び対象経費等の確認方法 

 

 

 

６ 取組主体助成金の交付方法 

 

 

 

７ 事業実施に当たっての取組主体に対する条件 

 

 

 

８ その他 

 

 

 

 



 

 
 
Ⅱ 生産基盤強化対策（「全国的な土づくりの展開」を除く） 

１ 目的 

 

 
 
２ 基本方針 

作物名  

  

 
 

３  本事業の推進・指導及び管内の地域協議会等が作成する産地生産基盤パワーアップ事業計画及び取組主体事業計画の審査等の方針・体制 

 

 
 
４ 取組要件 

（１）基金事業 

① 農業用ハウスの再整備・改修 

対象作物 取組要件 

  

 
 

② 果樹園・茶園等の再整備・改修 

対象作物 取組要件 

  

 

（注）果樹の改植を行う場合は、対象品目及び品種の選定理由を記載すること。 
 

③ 農業機械の再整備・改良 

対象作物 取組要件 

  

 
 
 

都道府県名  策定：  年  月  日 

変更：  年  月  日 



④ 生産装置の継承・強化に向けた取組 

対象作物 取組要件 

  

 

（注）果樹の改植を行う場合は、対象品目及び品種の選定理由を記載すること。 
 

⑤ 生産技術の継承・普及に向けた取組 

対象作物 取組要件 

  

 
 
（２）整備事業 

産地生産基盤パワーアップ事業補助金交付等要綱（令和４年12月12日付け４農産第3506号）に基づき実施するものとする  
 
５ 取組内容及び対象経費等の確認方法 

 

 
 

６  産地生産基盤パワーアップ事業計画の認定の優先順位の設定方法 

 

 
 
７ 取組主体助成金の交付方法 

 

 
 

８ 事業実施に当たっての取組主体に対する条件 

 

 
 
９ その他 

 

 

  



 

 
 
Ⅲ 生産基盤強化対策のうち「全国的な土づくりの展開」 

１ 目的 

 

 
 
２ 基本方針 

 

 
 
３ 本事業の推進・指導方針・体制 

 

 
 
４ 取組要件 

 

 
 
５ 取組内容及び対象経費等の確認方法 

 

 
 
６ 取組主体助成金の交付方法 

 

 

 

７ 事業実施に当たっての取組主体に対する条件 

 

 
 
８ その他 

 

 
 

都道府県名  策定：  年  月  日 

変更：  年  月  日 



別紙様式第４号（別記２第10の３関係） 

 

番  号 

年 月 日 

 

都道府県知事 殿 

（市町村長経由） 

 

地域農業再生協議会 

代表 〇〇〇〇 

 

 

産地生産基盤パワーアップ事業産地パワーアップ計画（○○対策）の承認   

（変更承認）申請について 

 

 

産地生産基盤パワーアップ事業補助金交付等要綱（令和４年12月12日付け４農産第3506

号）別記２の第10の３の規定に基づき、関係書類を添えて（変更）承認申請します。 

 

記 

 

添付書類 産地生産基盤パワーアップ事業産地パワーアップ計画書（○○タイプ） 

 

（注１）収益性向上対策、生産基盤強化対策はそれぞれ別途申請すること。 

なお、生産基盤強化対策のうち、全国的な土づくりの展開の取組のみを申請す

る場合は、件名の「（○○対策）」を「（生産基盤強化対策のうちの全国的な土

づくりの展開の取組）」と記載すること。 

（注２）別記２の別紙１のⅡの（10）のアの取組については、市町村長を経由して都道

府県知事に提出すること。 



別添参考様式２－１号（別記２別紙様式第４号関係）

都道府県・市町村名

地域協議会名：
代表者

整理№

産地生産基盤パワーアップ事業
産地パワーアップ計画書（収益性向上タイプ）

（産地生産基盤パワーアップ事業実施状況報告兼評価報告書）

事業実施年度 令和○（西暦〇〇）～○（西暦〇〇）年度



策定：　　　年　　　月　　　日

地域協議会名

整理番号

１　産地パワーアップ計画

　（１）産地パワーアップ計画の目的・取組を実施する産地の範囲

　（２）産地の収益性の向上のための取組内容

　（３）地域農業の現状、課題と対応方針、取組により期待される効果、目標及びその実現のために地域の関係者が果たす役割

　（４）中心的な経営体又は団体の名称及びその取組内容

中心的な経営体又は団体の名称 住所 代表者名 取組内容 備考

（５）計画の内容

ア　生産コスト又は集出荷・加工コストの10％以上の削減

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

h
a

h
a

h
a

イ　販売額又は所得額の10％以上の増加

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

h
a

h
a

h
a

ウ　契約栽培の割合の10％以上の増加かつ50％以上とすること

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

h
a

h
a

h
a

エ　需要減が見込まれる品目・品種から需要が見込まれる品目・品種への転換率100％

単
位

単
位

単
位

h
a

h
a

h
a

オ　農産物輸出の取組（直近年の輸出実績がある場合の輸出向け出荷量又は出荷額の10％以上の増加、新規の取組の場合又は直近年の輸出実績がない場合の総出荷額に占める輸出向け出荷額の割合５％以上又は輸出向け年間出荷量10トン以上）

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

h
a

h
a

h
a

目標の
実現可能性

目標の
実現可能性

目標の
実現可能性

目標の
実現可能性

地域協議会等の評価

目標の
実現可能性

総出荷量又は 輸出向出荷量

総出荷額 又は出荷額 総出荷額 又は出荷額 総出荷額 又は出荷額

備考
現状 目標 実績

年
度

面積 総出荷量又は 輸出向出荷量 年
度

面積
地区名 対象作物 取組内容

成果目標

事後評価の検証方
法(※定量的な検証
ができること。)

達成率
（％）面積 総出荷量又は 輸出向出荷量 年

度

地域協議会等の評価 備考
現状 目標 実績

年
度

面積 年
度

面積 年
度

総出荷量 総出荷量 総出荷量

地区名 対象作物 取組内容

成果目標

事後評価の検証方
法(※定量的な検証
ができること。)

達成率
（％）面積

備考
現状 目標 実績

年
度

面積 総生産量又は 契約取引量 年
度

面積
達成率
（％）面積 総生産量又は 契約取引量 年

度

地域協議会等の評価
総生産量又は 契約取引量

出荷量 出荷量

生産量又は 価格 (販売単価) 生産コスト

地区名 対象作物 取組内容

成果目標

事後評価の検証方
法(※定量的な検証
ができること。)

備考
現状 目標 実績

年
度

面積 生産量又は 価格 (販売単価) 生産コスト
事業実施
前年度

地域(県又は国を含む)
の価格(販売単価)

補正係
数

価格補
正後の
実績年

度
面積 生産量又は

目標年度

スマート農業推進枠

年
度 導入・定着の取組

の実施内容

事後評価の検証方
法(※定量的な検
証ができるこ
と。)

達成率
（％）

地域協議会等の評価

面積 生産量、出荷量、

又は処理量 又は処理量 又は処理量

達成率
（％）

地域協議会等の評価

地区名 対象作物 取組内容

成果目標

面積

事後評価の検証方
法(※定量的な検証
ができること。)

価格 (販売単価) 生産コスト 年
度

出荷量

備考
現状 目標 実績

年
度

面積 生産量、出荷量 年
度

スマート農業推進枠

導入・定着の取組
の実施内容

地区名 対象作物 取組内容

成果目標

年
度

面積 生産量、出荷量、 年
度

№

計

産地生産基盤パワーアップ事業

産地パワーアップ計画書（収益性向上タイプ）

（産地生産基盤パワーアップ事業実施状況報告書兼評価報告書）



カ　労働生産性の10％以上の向上

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

h
a

h
a

h
a

キ　農業支援サービス事業体の利用割合の10％以上の増加かつ50％以上とすること

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

h
a

h
a

h
a

ク　施設園芸エネルギー転換枠

別添のとおり。

ケ　持続的畑作確立枠

別添のとおり。

コ　土地利用型作物種子枠

別添のとおり。

（注１）（５）計画の内容については、別記２の第４の５の（１）に基づき設定した成果目標に応じて、ア～キから選択して作成し、不要なものは削ること。

（注２）（５）のイについて、設定した成果目標が所得額の場合については、「面積」「生産量又は出荷量」「価格（販売単価）」に加えて「生産コスト」を記載すること。

（注３）（５）のイ及びカの「地域（県又は国を含む）の価格（単価）」欄については、事後評価時に使用するものとし、地方卸売市場取引価格などを基に事業実施前年度と、目標年度の価格（販売単価）を記載すること。なお、分みつ糖の計画の場合は、販売価格に国内産糖交付金を加えること。

（注４）（５）のイ及びカの「補正係数」欄については、事後評価時に使用し、「地域（県又は国を含む）の事業実施前年度の価格（販売単価）÷地域（県又は国を含む）の目標年度の価格（販売単価）」により算出した値を記載し、「価格補正後の実績」欄には、「実績欄の価格（販売単価）×補正係数×実績欄の数量」又は

　　　　「実績欄の価格（販売単価）×補正係数×実績欄の数量－生産コスト」で算出した額をもって現状及び目標と対比可能な数値を記載すること。また、「達成率」欄については、「価格補正後の実績」欄に記載の数値をもって算出すること。なお、「補正係数」は小数点以下４桁目を四捨五入し、小数点以下３桁とすること。

　　　　ただし、予め価格を固定した契約取引など、市場の需給といった外的要因等による価格変動が生じないときは、価格補正は行わないものとする。

（注５）（５）のオの「成果目標」欄については、別記２の第４の５の（１）の⑤に基づき設定した成果目標の内容を記載すること。

（注６）「地域協議会等の評価」欄については、実績時及び事後評価時に使用するものとし、①産地の現状、課題・問題点、②本事業の取組や産地独自の取組による効果や成果目標の達成状況、③実績等が現状を上回る又は下回る場合の具体的な要因、④達成状況が低調な場合における具体的な指導内容等を記載すること。

（注７）成果目標（現状、目標、実績）の算出根拠となる資料（データ等）を添付すること。

（注８）中山間地域所得確保計画又は中山間地域所得向上計画と連携する産地パワーアップ計画である場合は、中山間地域所得確保計画又は中山間所得向上計画（写し）を添付し、備考欄にその旨を記載すること。

（注９）スマート農業推進枠を利用する計画の場合は、備考欄にその旨を記載すること。また、スマート農業推進枠を活用して技術を円滑に導入・定着させるための取組を農業機械等の導入に併せて実施する場合は「スマート農業推進枠」に取組内容を記入すること。

（注10）目標の実現可能性欄には目標設定以前の過去数年の数値、現状値の設定の考え方、目標値の実現可能性を記入すること。

（注11）施設園芸エネルギー転換枠を利用する計画の場合は、別添（施設園芸エネルギー転換枠計画書（実施状況報告書兼評価報告書））を添付すること。

（注12）持続的畑作確立枠を利用する計画の場合は、別添（持続的畑作確立枠計画書（実施状況報告書兼評価報告書））を添付すること。

（注13）土地利用型作物種子枠を利用する計画の場合は、別添（土地利用型作物種子枠計画書（実施状況報告書兼評価報告書））を添付すること。

（６）その他

２　事業計画（実績）

（１）総括表

年度別内訳

総事業費 ○○（西暦○○）年度 ○○（西暦○○）年度 ○○（西暦○○）年度

（円） 総事業費 総事業費 総事業費

国費 都道府県費 市町村費 その他 （円） 国費 都道府県費 市町村費 その他 （円） 国費 都道府県費 市町村費 その他 （円） 国費 都道府県費 市町村費 その他

基金事業 整備事業

生産支援事業

計

整備事業

合計

（注１）整備事業について、交付率が複数ある場合は、交付率ごとに区分して記入し、交付率を備考欄に記入すること。

（注２）生産支援事業のうち、スマート農業推進枠の追加助成費、施設園芸エネルギー転換枠、畑輪作確立枠及び土地利用型作物種子枠を利用しない場合は、内訳を削ること。

（２）取組一覧

別添のとおり。

目標の
実現可能性

目標の
実現可能性

地域協議会等の評価
価格補
正後の
実績

事後評価の検証方
法(※定量的な検
証ができるこ
と。)

又は利用面積 又は利用面積

地区名 対象作物 取組内容

成果目標

現状

面積年
度

経営体数 利用経営体数

達成率
（％）

出荷量

農業機械等の
導入、生産資
材の導入等
スマート農業
推進枠（追加
助成費）

持続的畑作確
立枠

施設園芸エネ
ルギー転換枠

利用経営体数

面積 生産量又は 生産量又は 価格 (販売単価) 労働時間
事業実施
前年度

面積

スマート農業推進枠
事後評価の検証方
法(※定量的な検証
ができること。)

達成率
（％）

目標年度

スマート農業推進枠
地域(県又は国を含む)
の価格(販売単価)

導入・定着の取組
の実施内容

補正係
数

備考
現状 目標 実績

年
度

面積 価格 (販売単価) 労働時間

出荷量 出荷量

地区名 対象作物 取組内容

成果目標

年
度

生産量又は 価格 (販売単価) 労働時間 年
度

年
度

地域協議会等の評価 備考
目標 実績

年
度

面積 経営体数 年
度

面積 経営体数 利用経営体数 年
度 導入・定着の取組

の実施内容又は利用面積

（

内

訳
）

土地利用型作
物種子枠



（別添１）

ア　基金事業

内訳

　ａ　整備事業

№ 地区名 取組 対象作物面積 農業 事業 目標 取組目標 事業内容 総事業費 完了 事後評価 費用対効果 取組目標 取組主体 地域協議会

主体名 名 （㏊） 現状値 目標値 実績 （円） 年月日 の検証方法 分析結果 の達成状況 の評価 等の評価 実現可能性

（○年度） （○年度） （○年度）

附帯事務費（都道府県、市町村）

計

合計

　ｂ　生産支援事業

№ 地区名 取組 対象作物面積 農業 事業 目標 取組目標 事業内容 総事業費 完了 事後評価 費用対効果 取組目標 取組主体 地域協議会

主体名 名 （㏊） 現状値 目標値 実績 （円） 年月日 の検証方法 分析結果 の達成状況 の評価 等の評価 実現可能性

（○年度） （○年度） （○年度）

計

合計

（注１）「№」欄には、１の（４）の番号を記載すること。

（注２）整備事業の附帯事務費の事業内容欄は、農産局長が別に定める附帯事務費の使途基準により記入すること。

（注３）整備事業の「取組目標」欄には、共通８の整備事業における配分基準において定める達成すべき成果目標基準から選択したものを記載すること。生産支援事業の「取組目標」欄には、産地パワーアップ計画の成果目標の達成に直接的につながる取組を記載すること。

（注４）生産支援事業の「費用対効果分析結果」欄は、機械導入の場合に記載すること（機械導入以外の場合は「－」を記載）。

（注５）整備事業で交付率が複数ある場合は、交付率ごとに区分して記入すること。

（注６）備考欄には仕入れに係る消費税等相当額について、これを減額した場合には「除税額○○○円　うち国費○○○円」を、同税額がない場合は「該当なし」と、同税額が明らかでない場合には｢含税額」とそれぞれ記入すること。

（注７）目標の実現可能性欄には目標設定以前の過去数年の数値、現状値の設定の考え方、設定目標の実現可能性を記入すること。

（注８）整備事業で複数年計画として妥当性協議を終えた取組については、備考欄に複数年計画であることを明記すること。

　ｃ　スマート農業技術を円滑に導入・定着させるための取組

№ 地区名 取組 対象作物面積 農業 事業 事業内容 総事業費 完了

主体名 名 （㏊） （円） 年月日

計

合計

（注）「№」欄には、１の（４）の番号を記載すること。

（別添２）

イ　整備事業

内訳

№ 地区名 取組 対象作物面積 農業 事業 目標 取組目標 事業内容 総事業費 完了 事後評価 費用対効果 取組目標 取組主体 地域協議会 都道府県

主体名 名 （㏊） 現状値 目標値 実績 （円） 年月日 の検証方法 分析結果 の達成状況 の評価 等の評価 の評価 実現可能性

（○年度） （○年度） （○年度）

附帯事務費（都道府県、市町村）

計

附帯事務費（都道府県、市町村）

計

合計

（注１）「№」欄には、１の（４）の番号を記載すること。

（注２）附帯事務費の事業内容欄は、農産局長が別に定める附帯事務費の使途基準により記入すること。

（注３）「取組目標」欄には、共通８の整備事業における配分基準において定める達成すべき成果目標基準から選択したものを記載すること。

（注４）交付率が複数ある場合は、交付率ごとに区分して記入するほか、備考欄に交付率及び仕入れに係る消費税等相当額について、これを減額した場合には「除税額○○○円　うち国費○○○円」を、　同税額がない場合は「該当なし」と、

　　同税額が明らかでない場合には｢含税額」とそれぞれ記入すること。

（注５）目標の実現可能性欄には目標設定以前の過去数年の数値、現状値の設定の考え方、設定目標の実現可能性を記入すること。

（注６）複数年計画として妥当性協議を終えた取組については、備考欄に複数年計画であることを明記すること。

備考

都道府県費 市町村費実施
年度

（オペレーター養成費・賃金、技術コ
ンサルタント料、保険料等）

国費

備考

その他者数 実施
年度

年度 （工種、施設区分、構造、規格、能力
等）

国費 都道府県費 市町村費

その他者数

備考

者数 実施
年度

年度 （機械（能力、台数）、リース機械
（能力、台数）、資材費等）

国費 都道府県費 市町村費 その他

備考

者数 実施
年度

年度 （工種、施設区分、構造、規格、能力
等）

国費 都道府県費 市町村費 その他

目標の

目標の

目標の



別添（施設園芸エネルギー転換枠）

策定：　　　年　　　月　　　日

地域協議会名

整理番号

１　産地パワーアップ計画

　（１）産地パワーアップ計画の目的・取組を実施する産地の範囲

　（２）産地の燃油等の化石燃料からのエネルギー転換に向けた取組内容

（注）エネルギー転換や省エネ化を進めることで産地の収益性の向上に繫がる取組とするよう留意すること。

　（３）地域農業の現状、課題と対応方針、取組により期待される効果、目標及びその実現のために地域の関係者が果たす役割

　（４）中心的な経営体又は団体の名称及びその取組内容

中心的な経営体又は団体の名称 住所 代表者名 取組内容 備考

（５）計画の内容

ア　燃油等の化石燃料を使用しない加温機の導入面積を産地の50％以上に拡大

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

ha ha ％ ha ha ％ ha ha ％

イ　燃油使用量の15％以上の低減

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

L L ％ L ％

（注１）品目別に記載すること（複数品目ある場合は行を追加すること）。

（注２）（５）計画の内容については、別記２の別紙１のⅠの１の（７）のイに基づき設定した成果目標に応じて、アまたはイから選択して作成し、不要なものは削ること。

（注３）「地域協議会等の評価」欄については、実績時及び事後評価時に使用するものとし、①産地の現状、課題・問題点、②本事業の取組や産地独自の取組による効果や成果目標の達成状況、③実績等が現状を上回る又は下回る場合の具体的な要因、④達成状況が低調な場合における具体的な指導内容等を記載すること。

（注４）成果目標（現状、目標、実績）の算出根拠となる資料（データ等）を添付すること。

実績

年
度 燃油使用量

年
度 燃油使用量

燃油使用量
低減割合

年
度

（注）「化石燃料を使用しない加温機の導入面積割合」欄は、「化石燃料を使用しない加温機の導入面積」を「化石燃料を使用する加温機の導入面積」と「化石燃料を使用しない加温機の導入面積」の和で除した割合とすることとし、加温をしない施設面積は入れないものとする。
　なお、化石燃料を使用しない加温機と化石燃料を使用する加温機をハイブリッド利用している場合には、「化石燃料を使用しない加温機の導入面積」のみにカウントするものとする。

地区名 対象作物 取組内容

成果目標

事後評価の検証方法
(※定量的な検証が
できること。)

備考
現状 目標

化石燃料を使
用しない加温
機の導入面積

化石燃料を使
用しない加温
機の導入面積
割合

年
度

化石燃料を使
用する加温機
の導入面積

化石燃料を使
用しない加温
機の導入面積

化石燃料を使
用しない加温
機の導入面積
割合

成果目標

事後評価の検証方法
(※定量的な検証が
できること。)

達成率
（％）

地域協議会等の評価 備考
現状 目標 実績

年
度

化石燃料を使
用する加温機
の導入面積

産地生産基盤パワーアップ事業

産地パワーアップ計画書（収益性向上タイプのうち施設園芸エネルギー転換枠）

（産地生産基盤パワーアップ事業実施状況報告書兼評価報告書）

№

計

地区名 対象作物
目標の

実現可能性

目標の
実現可能性

燃油使用量
燃油使用量
低減割合

取組内容
化石燃料を使
用する加温機
の導入面積

化石燃料を使
用しない加温
機の導入面積

化石燃料を使
用しない加温
機の導入面積
割合

年
度

達成率
（％）

地域協議会等の評価



（注５）目標の実現可能性欄には目標設定以前の過去数年の数値、現状値の設定の考え方、目標値の実現可能性を記入すること。

（６）その他

２　事業計画（実績）

（１）総括表

総事業費

（円）

国費 都道府県費 市町村費 その他

基金事業

合計

（２）取組一覧

別添のとおり。

生産支援事業（施設園芸エネルギー転換枠）

備考



（別添１）

ア　基金事業

内訳

　生産支援事業（施設園芸エネルギー転換枠）

№ 地区名 取組 面積 農業 事業 目標 取組目標 事業内容 総事業費 完了 事後評価 費用対効果 取組目標 取組主体 地域協議会

主体名 （㏊） 現状値 目標値 実績 （円） 年月日 の検証方法 分析結果 の達成状況 の評価 等の評価 実現可能性

（○年度） （○年度） （○年度）

合計

（注１）「№」欄には、１の（４）の番号を記載すること。

（注２）「面積」欄には、実施面積を記載すること。

（注３）「取組目標」欄には、産地パワーアップ計画の成果目標の達成に直接的につながる取組を記載すること。

（注４）「費用対効果分析結果」欄は、機械導入の場合に記載すること（機械導入以外の場合は「－」を記載）。

（注５）備考欄には仕入れに係る消費税等相当額について、これを減額した場合には「除税額○○○円　うち国費○○○円」を、同税額がない場合は「該当なし」と、同税額が明らかでない場合には｢含税額」とそれぞれ記入すること。

（注６）目標の実現可能性欄には目標設定以前の過去数年の数値、現状値の設定の考え方、目標値の実現可能性を記入すること。

備考

者数 実施
年度

年度 （機械（能力、台数）、リース機械（能
力、台数）、資材費等）

国費 都道府県費 市町村費 その他

対象作物
名

目標の



別添（持続的畑作確立枠）

策定：　　　年　　　月　　　日

地域協議会名

整理番号

１　産地パワーアップ計画

　（１）産地パワーアップ計画の目的・取組を実施する産地の範囲

　（２）産地の持続的な生産体系の確立に向けた取組内容

（注）産地の収益性の向上に繫がる取組とするよう留意すること。

　（３）地域農業の現状、課題と対応方針、取組により期待される効果、目標及びその実現のために地域の関係者が果たす役割

　（４）中心的な経営体又は団体の名称及びその取組内容

中心的な経営体又は団体の名称 住所 取組内容 備考

（５）計画の内容

ア　サツマイモ基腐病が発生した当該地域の10アール当たり収量を10％以上増加

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

ha kg ha kg ha kg

備考
目標の

実現可能性

目標 実績

かんしょの かんしょの 年
度

かんしょの かんしょの 年
度

事後評価の検証方法
(※定量的な検証が
できること。)

達成率
（％）

地域協議会等の評価
かんしょの かんしょの

面積 収量 面積 収量

取組内容

成果目標

現状

産地生産基盤パワーアップ事業

産地パワーアップ計画書（収益性向上タイプのうち持続的畑作確立枠）

（産地生産基盤パワーアップ事業実施状況報告書兼評価報告書）

№

地区名 対象作物
助成対象
作物

計

年
度

面積 収量



イ　ジャガイモシストセンチュウ抵抗性又はジャガイモシロシストセンチュウ抵抗性を有する品種の作付割合を10ポイント以上増加、又は50％以上に増加

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

ウ　種子用ばれいしょのり病率低減の取組を作付面積の50％以上で実施

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

エ　豆類又はばれいしょの導入比率を2ポイント以上増加

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

ha ha ha ha ha ha

オ　需要が見込まれる品目・品種への10％以上の転換

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

カ　てん菜の直播率の10ポイント以上の増加

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

ha ha ha ha ha ha

てん菜の てん菜の

作付面積 直播面積 作付面積 直播面積 作付面積 直播面積

達成率
（％）

地域協議会等の評価 備考
目標の

実現可能性

現状 目標 実績

年
度

てん菜の てん菜の

ha

地区名 対象作物
助成対象
作物

取組内容

成果目標

てん菜の てん菜の 年
度

ha haha ha

面積 面積 面積 面積 面積

達成率
（％）

地域協議会等の評価 備考
目標の

実現可能性

現状 目標 実績

年
度

需要が見込まれる
品目・品種

地区名 対象作物
助成対象
作物

取組内容

成果目標

年
度

需要が見込まれる
品目・品種

面積

面積 面積 面積

備考
目標の

実現可能性

現状 目標 実績

年
度

経営全体の 豆類又は
ばれいしょの

年
度

経営全体の

助成対象
作物

取組内容

成果目標

事後評価の検証方法
(※定量的な検証が
できること。)

達成率
（％）

地域協議会等の評価
豆類又は

ばれいしょの

面積 面積 面積

ha haha

実施面積 作付面積 実施面積 作付面積 実施面積

ha

目標の
実現可能性

現状 目標 実績

年
度

種子用 低減取組 年
度

種子用 低減取組
地区名 対象作物

助成対象
作物

取組内容

成果目標

備考
年
度

種子用 低減取組

作付面積

ha haha haha ha

作付面積 作付面積 作付面積 作付面積 作付面積

達成率
（％）

地域協議会等の評価 備考
目標の

実現可能性

現状 目標 実績

年
度

ばれいしょの 抵抗性品種
地区名 対象作物

助成対象
作物

取組内容

成果目標

年
度

ばれいしょの 抵抗性品種

作付面積

年
度

ばれいしょの 抵抗性品種

ha

事後評価の検証方法
(※定量的な検証が
できること。)

事後評価の検証方法
(※定量的な検証が
できること。)

達成率
（％）

地域協議会等の評価

年
度

経営全体の 豆類又は
ばれいしょの

ha

（注）り病率低減の取組実施面積とは、種馬鈴しょ検疫実施要領（昭和49年８月31日付け49農蚕第5333号）を参考に実施した自主検査等において、同要領第６の３に規定するバイラスり病株残存率が0.1％未満であることが確認された原種ほ、採種ほ面積とする。

地区名 対象作物

事後評価の検証方法
(※定量的な検証が
できること。)年

度

需要が見込まれる
品目・品種

年
度

事後評価の検証方法
(※定量的な検証が
できること。)

ha



キ　基幹作業（育苗、播種・植付、収穫等）の外部化又は共同化の割合を10ポイント以上増加

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

ha ha ha ha ha ha

（注１）（５）計画の内容については、別記２の別紙１のⅠの１の（７）のウに基づき設定した成果目標に応じて、ア～キから選択して作成し、不要なものは削ること。

（注２）「地域協議会等の評価」欄については、実績時及び事後評価時に使用するものとし、①産地の現状、課題・問題点、②本事業の取組や産地独自の取組による効果や成果目標の達成状況、③実績等が現状を上回る又は下回る場合の具体的な要因、④達成状況が低調な場合における具体的な指導内容等を記載すること。

（注３）成果目標（現状、目標、実績）の算出根拠となる資料（データ等）を添付すること。

（注４）目標の実現可能性欄には目標設定以前の過去数年の数値、現状値の設定の考え方、目標値の実現可能性を記入すること。

（６）その他

（注）「外部化又は共同化」欄には、外部化又は共同化を行う面積（育苗は、当該苗を作付けする面積。）を記載し、成果目標の算定等にあたっては、対象作物の作付面積に対する取組割合（％）を算出すること。

面積 面積

目標の
実現可能性

現状 目標 実績

年
度

外部化又は共同化 外部化又は共同化

面積

地区名 対象作物
助成対象
作物

取組内容

成果目標

面積 面積 面積

年
度

外部化又は共同化 年
度

事後評価の検証方法
(※定量的な検証が
できること。)

達成率
（％）

地域協議会等の評価 備考



２　事業計画（実績）

（１）総括表

総事業費

（円）

国費 その他

基金事業

生産支援事業（持続的畑作確立枠）

合計

（２）取組一覧

別添のとおり。

（別添１）

ア　基金事業

内訳

　生産支援事業（持続的畑作確立枠）

№ 地区名 取組 面積 農業 事業 目標 取組目標 事業内容 総事業費 完了 事後評価 費用対効果 取組目標 取組主体 地域協議会

主体名 （㏊） 現状値 （円） 年月日 の検証方法 分析結果 の達成状況 の評価 等の評価 実現可能性

（○年度）

合計

（注１）「№」欄には、１の（４）の番号を記載すること。

（注２）「面積」欄には、助成対象作物の面積を記載すること。

（注３）「取組目標」欄には、産地パワーアップ計画の成果目標の達成に直接的につながる取組を記載すること。

（注４）「費用対効果分析結果」欄は、機械導入の場合に記載すること（機械導入以外の場合は「－」を記載）。

（注５）備考欄には仕入れに係る消費税等相当額について、これを減額した場合には「除税額○○○円　うち国費○○○円」を、同税額がない場合は「該当なし」と、同税額が明らかでない場合には｢含税額」とそれぞれ記入すること。

（注６）目標の実現可能性欄には目標設定以前の過去数年の数値、現状値の設定の考え方、目標値の実現可能性を記入すること。

助成対象
作物

者数 実施
年度

年度 （機械（能力、台数）、リース機械（能
力、台数）

備考

備考 目標の

国費 都道府県費 市町村費 その他



別添（土地利用型作物種子枠）

策定：　　　年　　　月　　　日

地域協議会名

整理番号

１　産地パワーアップ計画

　（１）産地パワーアップ計画の目的・取組を実施する産地の範囲

　（２）産地の持続的な生産体系の確立に向けた取組内容

（注）産地の収益性の向上に繫がる取組とするよう留意すること。

　（３）地域農業の現状、課題と対応方針、取組により期待される効果、目標及びその実現のために地域の関係者が果たす役割

　（４）中心的な経営体又は団体の名称及びその取組内容

中心的な経営体又は団体の名称 住所 取組内容 備考

（５）計画の内容

ア　種子の合格率を３ポイント以上向上

単
位

単
位

単
位

％ ％ ％

イ　10a当たりの労働時間を10％以上削減

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

時間 時間 ％ 時間 ％

産地生産基盤パワーアップ事業

産地パワーアップ計画書（収益性向上タイプのうち土地利用型作物種子枠）

（産地生産基盤パワーアップ事業実施状況報告書兼評価報告書）

№

計

地区名 対象作物 取組内容

成果目標

事後評価の検証方法
(※定量的な検証が
できること。)

達成率
（％）年

度 合格率

地域協議会等の評価 備考
目標の

実現可能性

現状 目標 実績

年
度 合格率

年
度 合格率

地区名 対象作物 取組内容

成果目標

年
度

10a当たりの

事後評価の検証方法
(※定量的な検証が
できること。)

達成率
（％）

地域協議会等の評価 備考
目標の

実現可能性

現状 目標 実績

年
度

10a当たりの
削減割合

年
度

10a当たりの
削減割合

労働時間 労働時間 労働時間



ウ　新規種子生産者を１戸以上増加。なお、種子生産面積が35ha以上の取組主体については、新規種子生産者を２戸以上増加

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

エ　高温耐性品種・多収品種・米粉専用品種の種子生産の取組（新規に作付けを行う場合は0.5ha以上で実施、前年に作付けの実績がある場合は0.5ha以上拡大又は５％以上拡大のどちらか拡大面積が大きい目標を選択）

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

ha ha ha ha ha

オ　基幹作業（播種・田植、収穫等）の外部化又は共同化の割合を10ポイント以上増加

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

（注１）（５）計画の内容については、別記２の別紙１のⅠの１の（７）のエに基づき設定した成果目標に応じて、ア～オから選択して作成し、不要なものは削ること。

（注２）「地域協議会等の評価」欄については、実績時及び事後評価時に使用するものとし、①産地の現状、課題・問題点、②本事業の取組や産地独自の取組による効果や成果目標の達成状況、③実績等が現状を上回る又は下回る場合の具体的な要因、④達成状況が低調な場合における具体的な指導内容等を記載すること。

（注３）成果目標（現状、目標、実績）の算出根拠となる資料（データ等）を添付すること。

（注４）目標の実現可能性欄には目標設定以前の過去数年の数値、現状値の設定の考え方、目標値の実現可能性を記入すること。

（６）その他

地区名 対象作物 取組内容

成果目標

事後評価の検証方法
(※定量的な検証が
できること。)

達成率
（％）

面積 農家戸数

年
度 面積

地域協議会等の評価 備考
目標の

実現可能性

現状 目標 実績

年
度 面積 農家戸数

年
度 農家戸数

ha 戸 ha 戸 ha 戸

地区名 対象作物 取組内容

成果目標

事後評価の検証方法
(※定量的な検証が
できること。)面積

②
拡大面積
②‐①

年
度 面積

③

達成率
（％）

地域協議会等の評価 備考
目標の

実現可能性

現状 目標 実績

年
度 面積

①

年
度 拡大面積

③‐①

地区名 対象作物 取組内容

成果目標

外部化又は共同化 外部化又は共同化 年
度

備考
目標の

実現可能性

現状 目標 実績

年
度 面積

年
度 面積

外部化又は共同化

事後評価の検証方法
(※定量的な検証が
できること。)

達成率
（％）

地域協議会等の評価
外部化又は共同化

面積 割合 面積 割合 面積 割合
面積

外部化又は共同化 外部化又は共同化

ha ha ％ haha ha ha ％

（注）「外部化又は共同化」欄には、外部化又は共同化を行う面積（育苗は、当該苗を作付けする面積。）を記載し、成果目標の算定等にあたっては、対象作物の作付面積に対する取組割合（％）を算出すること。

％



２　事業計画（実績）

（１）総括表

総事業費

（円）

国費 その他

基金事業

生産支援事業（土地利用型作物種子枠）

合計

（２）取組一覧

別添のとおり。

（別添１）

ア　基金事業

内訳

　生産支援事業（土地利用型作物種子枠）

№ 地区名 取組 面積 農業 事業 目標 取組目標 事業内容 総事業費 完了 事後評価 費用対効果 取組目標 取組主体 地域協議会

主体名 （㏊） 現状値 （円） 年月日 の検証方法 分析結果 の達成状況 の評価 等の評価 実現可能性

（○年度）

合計

（注１）「№」欄には、１の（４）の番号を記載すること。

（注２）「面積」欄には、助成対象作物の面積を記載すること。

（注３）「取組目標」欄には、産地パワーアップ計画の成果目標の達成に直接的につながる取組を記載すること。

（注４）「費用対効果分析結果」欄は、機械導入の場合に記載すること（機械導入以外の場合は「－」を記載）。

（注５）備考欄には仕入れに係る消費税等相当額について、これを減額した場合には「除税額○○○円　うち国費○○○円」を、同税額がない場合は「該当なし」と、同税額が明らかでない場合には｢含税額」とそれぞれ記入すること。

（注６）目標の実現可能性欄には目標設定以前の過去数年の数値、現状値の設定の考え方、目標値の実現可能性を記入すること。

備考

助成対象
作物

備考 目標の

者数 実施
年度

年度 （機械（能力、台数）、リース機械（能
力、台数）

国費 都道府県費 市町村費 その他



別添参考様式２－２号（別記２別紙様式第４号関係）

都道府県・市町村名

地域協議会名：
代表者

整理№

産地生産基盤パワーアップ事業
産地パワーアップ計画書（生産基盤強化タイプ）

（産地生産基盤パワーアップ事業実施状況報告兼評価報告書）

事業実施年度 令和○○（西暦〇〇）～○○（西暦〇〇）年度

（注）全国的な土づくりの展開の取組を単独で申請（報告）する場合は、件名の「（生産基盤強化タイプ）」を「（生産基盤強化タイプのうち全国的な土づくりの展開）」と置き換えるこ
と。



策定：　　　年　　　月　　　日

地域協議会名

整理番号

１　産地パワーアップ計画（生産基盤強化タイプ）

　（１）産地パワーアップ計画の目的・取組を実施する産地の範囲

　（２）産地の生産基盤強化のための取組内容

　（３）地域農業の現状、課題と対応方針、取組により期待される効果、目標及びその実現のために地域の関係者が果たす役割

　（４）生産装置の継承者（作業受託組織を含む。）又は生産装置の継承・強化に向けた取組の内容若しくは生産技術の継承・普及に向けた取組の内容

（５）計画の内容

ア　産地の成果目標（総販売額又は総作付面積の維持又は増加目標）

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

ha ha ha

ha ha ha

ha ha ha

目標の
実現可能性

継承又は取組内容 備考

事後評価の検証方法
(※定量的な検証が
できること。)

補正係数
価格補正
後の実績

事業実施
前年度

目標年度

達成率
（％）

地域協議会等の評価 備考
現状 目標 実績

年
度

面積 総販売額

取組メ
ニュー

対象作物
年
度

面積 総販売額 年
度

地域(県又は国を含む)
の価格(販売単価)

面積

計

№

継承者・作業受託組織又は生産装
置の継承・強化の取組若しくは生
産技術の継承・普及に向けた取組
を実施する団体等の名称

住所 代表者名

産地生産基盤パワーアップ事業

産地パワーアップ計画書（生産基盤強化タイプ）

（産地生産基盤パワーアップ事業実施状況報告書兼評価報告書）

総販売額



イ 取組の具体的内容

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

ha

ha

ha

（注１）果樹等の改植等を行う場合は、「対象作物」欄に対象品目、品種を記載すること（果樹について、メニュー「果樹園・茶園等の再整備・改修」で行う場合は、都道府県事業実施方針に定める対象品目、品種に限る）。

（注２）（５）イの取組の具体的内容については、取組メニューごと、以下の６つの取組目標ごとに作成する。

・輸出向けの生産開始又は輸出額の増加・重点品目(輸出有力品目、輸入代替品等）の生産開始又は当該品目販売額の増加・生産コストの低減・労働生産性の向上・契約販売率の増加

（注３）産地の成果目標を総販売額の維持・増加を選択した場合及び取組主体が生産コストの低減又は労働生産性の向上の取組を行う場合は「地域（県又は国を含む）の価格（単価）」欄について記入する。また、この欄は事後評価時に使用するものとし、地方卸売市場取引価格などを基に事業実施前年度と、目標年度の価格

　　　（販売単価）を記載すること。　

（注４）産地の成果目標を総販売額の維持・増加を選択した場合及び取組主体が生産コストの低減又は労働生産性の向上の取組を行う場合は「補正係数」欄について記入する。また、この欄は事後評価時に使用し、「地域（県又は国を含む）の事業実施前年度の価格（販売単価）÷地域（県又は国を含む）の目標年度の価格

　　　（販売単価）」により算出した値を記載し、「価格補正後の実績」欄には、「実績欄の価格（販売単価）×補正係数×実績欄の数量」又は「実績欄の価格（販売単価）×補正係数×実績欄の数量－生産コスト」で算出した額をもって現状及び目標と対比可能な数値を記載すること。また、「達成率」欄については、

　　　「価格補正後の実績」欄に記載の数値をもって算出すること。なお、「補正係数」は小数点以下４桁目を四捨五入し、小数点以下３桁とすること

　　　　ただし、予め価格を固定した契約取引など、市場の需給といった外的要因等による価格変動が生じないときは、価格補正は行わないものとする。

（注５）「地域協議会等の評価」欄については、実績時及び事後評価時に使用するものとし、①産地の現状、課題・問題点、②本事業の取組や産地独自の取組による効果や成果目標の達成状況、③実績等が現状を上回る又は下回る場合の具体的な要因、④達成状況が低調な場合における具体的な指導内容等を記載すること。

（注６）成果目標（現状、目標、実績）の算出根拠となる資料（データ等）を添付すること。

（注７）目標の実現可能性欄には目標設定以前の過去数年の数値、現状値の設定の考え方、目標値の実現可能性を記入すること。

（６）その他

目標の
実現可能性

備考

事業実施
前年度

目標年度

地域(県又は国を含む)
の価格(販売単価)

補正係数
価格補正
後の実績

事後評価の検証方法
(※定量的な検証が
できること。)

平均達成
率（％）

地域協議会等の評価
取組メ
ニュー

対象作物
取組面積

年
度

数値数値 年
度

数値
取組内容

取組目標

現状 目標 実績

年
度



２　事業計画（実績）

（１）総括表

年度別内訳

総事業費 ○○（西暦○○）年度 ○○（西暦○○）年度 ○○（西暦○○）年度

（円） 総事業費 総事業費 総事業費

国費 都道府県費 市町村費 その他 （円） 国費 都道府県費 市町村費 その他 （円） 国費 都道府県費 市町村費 その他 （円） 国費 都道府県費 市町村費 その他

基金事業 農業用ハウスの

再整備・改修

再整備・改修

再整備・改良

生産装置の継承・

強化に向けた取組

生産技術の継承・

普及に向けた取組

計

整備事業

合計

（注）交付率が複数ある場合は、交付率ごとに区分して記入し、交付率を備考欄に記入すること。

（２）取組一覧

別添のとおり。

計

○○

果樹園・茶園等の

農業用機械の



（別添１）

ア　基金事業（生産基盤強化タイプ）

内訳

地域協 整理 № 地区名 取組 対象作物 面積 農業 事業 目標 取組目標 完了 事後評価 費用対効果 取組目標 取組主体 地域協議会 備考

議会名 番号 主体名 名 （㏊） 現状値 目標値 実績 （円） 年月日 の検証方法 分析結果 の達成状況 の評価 等の評価 実現可能性

（○年度） （○年度） （○年度）

計

計

合計

（注）「整理番号」欄には、地域協議会等ごとの産地パワーアップ計画の整理番号を記載し、その他の欄は取組主体事業計画等から転記すること。

（別添２）

イ　整備事業（生産基盤強化タイプ）

内訳

地域協 整理 № 地区名 取組 対象作物 面積 農業 事業 目標 取組目標 事業内容 総事業費 完了 事後評価 費用対効果 取組目標 取組主体 地域協議会 備考

議会名 番号 主体名 名 （㏊） 現状値 目標値 実績 （工種、施設区分、構造、規格、能力等）（円） 国費 その他 年月日 の検証方法 分析結果 の達成状況 の評価 等の評価 実現可能性

（○年度） （○年度） （○年度）

附帯事務費（都道府県、市町村）

計

附帯事務費（都道府県、市町村）

計

合計

（注）「整理番号」欄には、地域協議会等ごとの産地パワーアップ計画の整理番号を記載し、その他の欄は取組主体事業計画等から転記すること。

目標の

目標の

事業内容 総事業費

者数 実施
年度

年度 （機械（能力、台数）、リース機械（能
力、台数）、資材費等）

国費 都道府県費 市町村費 その他

者数 実施
年度

年度 都道府県費 市町村費



策定：　　　年　　　月　　　日

地域協議会名

整理番号

１　産地パワーアップ計画（生産基盤強化タイプのうち全国的な土づくりの展開）

　（１）土づくり地域農業の現状、課題と対応方針、取組により期待される効果、地域の関係者が果たす役割

　（２）全国的な土づくりの展開の取組の内容

○○地区（市町村名）

（３）計画の内容

ア　総販売額又は総作付面積の維持又は増加目標

産地の成果目標（総販売額又は総作付面積の維持又は増加目標）

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

単
位

ha ha ha

ha ha ha

ha ha ha

ha ha ha

（注１）産地の成果目標を総販売額の維持・増加を選択した場合は「地域（県又は国を含む）の価格（単価）」欄について記入する。また、この欄は事後評価時に使用するものとし、地方卸売市場取引価格などを基に事業実施前年度と、目標年度の価格（販売単価）を記載すること。　

（注２）産地の成果目標を総販売額の維持・増加を選択した場合は「補正係数」欄について記入する。また、この欄は事後評価時に使用し、「地域（県又は国を含む）の事業実施前年度の価格（販売単価）÷地域（県又は国を含む）の目標年度の価格（販売単価）」により算出

　　　　した値を記載し、「価格補正後の実績」欄には、「実績欄の価格（販売単価）×補正係数×実績欄の数量」又は「実績欄の価格（販売単価）×補正係数×実績欄の数量－生産コスト」で算出した額をもって現状及び目標と対比可能な数値を記載すること。

　　　　また、「達成率」欄については、「価格補正後の実績」欄に記載の数値をもって算出すること。なお、「補正係数」は小数点以下４桁目を四捨五入し、小数点以下３桁とすること。ただし、予め価格を固定した契約取引など、市場の需給といった外的要因等による

　　　　価格変動が生じないときは、価格補正は行わないものとする。

（注３）目標の実現可能性欄には目標設定以前の過去数年の数値、現状値の設定の考え方、目標値の実現可能性を記入すること。

目標の
実現可能性

○○

○○

○○

○○

総販売額
事業実施
前年度

目標年度
年
度

達成率
（％）

地域協議会等の評価 備考
現状 目標 実績

年
度

面積 総販売額

実証ほの設置数（面積）の合計

対象作物

地域(県又は国を含む)
の価格(販売単価)

補正係数
価格補正
後の実績

事後評価の検証方
法(※定量的な検証
ができること。)面積 総販売額 年

度
面積

産地パワーアップ事業

産地パワーアップ計画書（生産基盤強化タイプのうち全国的な土づくりの展開）

（産地パワーアップ事業実施状況報告書兼評価報告書）

№ 地区名（市町村名） 作物名 取組主体の名称 取組内容（用いる堆肥の種類・施用量、実証ほの設置数（面積）、分析項目等） 備考

都道府県内の土づくりと土壌の現状、土づくりに向けた課題と対応方針、土づくりにより期待される成果、地域の関係者が果たす役割を記載する



イ地力の向上

成果目標

単
位

単
位

単
位

単
位

ha R〇 R〇 R〇

ha

ha

ha

（注１）ア及びイは対象作物毎に設定する。

（注２）イの「取組内容」については堆肥の種類（指定混合肥料及び混合堆肥複合肥料の場合は肥料の名称を含む）、作物毎の土づくりに取り組んだほ場のカ所数を記載するものとする。

　　　　「成果目標」の欄には、地目や作物に応じた土壌の地力の向上に係る項目について、現状として取り組む前のほ場の平均値、改善目標値、実績として改善目標に達したほ場の面積又はカ所数の割合を記載するものとする。

（注３）成果目標（現状、目標、実績）の算出根拠となる資料（データ等）を添付すること。

（４）その他

２　事業計画（実績）

（１）総括表

年度別内訳

総事業費 ○○（西暦○○）年度 ○○（西暦○○）年度 ○○（西暦○○）年度

（円） 総事業費 総事業費 総事業費

国費 都道府県費 市町村費 その他 （円） 国費 都道府県費 市町村費 その他 （円） 国費 都道府県費 市町村費 その他 （円） 国費 都道府県費 市町村費 その他

（２）取組一覧
別添のとおり。

0 0

取組主体の評価

0 0 0 0 0 0

○○ 〇〇

○○ 〇〇

指標とする
土壌分析項
目（ｐH、
EC、CEC
等）

改善された
実証ほの数
（又は面
積）

○○ 〇〇

○○

牛ふん堆肥の施用
実証（又はペレッ
ト堆肥の施用実
証）
作物名：〇〇カ所

指標とする
土壌分析項
目（ｐH、
EC、CEC
等）

備考
現状 目標 実績

年
度

地域協議会等の評価対象作物
取組面積

取組内容
事後評価の検証方
法(※定量的な検証
ができること。)

達成率
（％）数値数値 年

度
数値

№ 取組主体名
年
度



（別添）

成果目標 総事業費

（円）

単
位

単
位

単
位

単
位 国費 その他

ha

計

ha

計

合計

（注１）「整理番号」欄には、地域協議会等ごとの産地パワーアップ計画の整理番号を記載し、その他の欄は取組主体事業計画等から転記すること。

（注２）備考欄には仕入れに係る消費税等相当額について、これを減額した場合には「除税額○○○円　うち国費○○○円」を、同税額がない場合は「該当なし」と、同税額が明らかでない場合には｢含税額」とそれぞれ記入すること。

目標の
実現可能性数値 年

度
数値

備考
現状 目標 実績

年
度

年
度

数値
取組内容

完了
年月日

事後評価の検証方法
(※定量的な検証が
できること。)

達成率
（％）

取組主体の評価 地域協議会等の評価

都道府県費 市町村費

地域協議
会等名

整理
番号

№
取組主体

名
対象作物

取組面積




